
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 280 大気・水環境調査事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 環境にやさしいまちにしよう

の位置
基本事業 地球環境の保全

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 公害問題発生時 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 大気汚染防止法、水質汚濁防止法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・市内の大気汚染（降下ばいじん、排気ガス、臭気） ・市内の大気汚染（降下ばいじん、排気ガス、臭気）
の測定調査により、現状を把握し、大気汚染防止に役 の測定調査により、現状を把握し、大気汚染防止に役
立てるため下記の測定を実施 立てる。
①降下ばいじん測定調査 ・市内の河川・ため池の水質、事業所排水等による水
②大気環境調査（排ガス・臭気） 質汚濁状況を監視し、把握することで、水環境の保全
その他、臨時調査及び愛知県による大気測定調査あり に努める。又、特定外来生物法の施行に伴い、外来生
③水質測定調査 物による

令

被害を予防するために

和

特定外来魚類生態調査

 

ため池水質、河川水質

3

及び底質、事業所排水

年

、魚類調 を実施する。

度

査等
「ＳＤＧｓの取り

（

組み：３、11、14

2

、15」
大気、水質（

年

河川・ため池・事業所

度

排水）測定地点におい

実

て調査を実施し、汚染

施

状
R2年度に実施した

分

具体的な 況を把握する

）

とともに、その環境調

事

査結果などを取りまと

務

め、「みよしの環境」

事

に
事業の方法、手順、

業

指標に対す 掲載、公表

目

することで、市民の環

的

境に対する認識の一助

評

とした。
る成果等

事務

価

事業を取り巻く状況は

表

過去と比べ変化してい

様

るか (1)活動指標（

式

事務事業の活動量を表

1

す指標）

地球温暖化等

-

の地球規模の問題が表

1

面化してきているが、

記

名称 単位
対象事業に変

入

化がないため継続して

日

実施 ① 大気環境調査回

令

数 回
変 化

② 水質環境

和

調査回数 回
内 容

対象

0

(この事業の対象、範

3

囲となる人、物) (2

年

)対象指標（対象の大

1

きさを表す指標）

大気

2

環境・水質環境（河川

月

・ため池・事業所排水

0

） 名称 単位
① 大気測定

8

地点数 点
② 水質測定地

日

点数 点

目的(この事業

１

によって上記対象をど

事

のような状態にしたい

務

のか) (3)成果指標

事

（目的の達成度を示す

業

指標）

大気、水質（河

の

川・ため池）中の汚染

現

物質状況を把握して公

状

表す 名称 単位
る ① 大気

　

調査結果の公表項目数

Ｐ

項目
② 水質調査結果の

Ｌ

公表項目数 項目

結果(

Ａ

上位基本事業の意図)

Ｎ

(4)結果の成果指標

及

（上位基本事業の成果

び

指標）

生活環境の状況

Ｄ

を把握し改善する 名称

Ｏ

単位
① 公害苦情件数 件

事

② 環境基準適合率 ％

事

務

務事業の各種指標の実

事

績と見込及び目標

H3

業

1年度 R2年度 R2年

名

度 R3年度 R4年度 R

N

5年度 R6年度
指標 

o

＼ 年度 単位
実績値 計

.

画値 実績値 計画値 目標

2

値 目標値 目標値
(1)

8

の ① 回 67 67 66 6

0

6 66 66 66
活動指

大

標 ② 回 147 145 1

気

49 151 151 15

・

1 151
(2)の ① 点

水

12 12 11 11 11

環

11 11
対象指標 ② 点

境

22 21 22 23 23

調

23 23
(3)の ① 項

査

目 22 22 22 22 2

事

2 22 22
成果指標 ②

業

項目 277 264 27

政

2 285 285 285

策

285
(4)の結果の

こ

① 件 20 20 16 16

の

16 16 16
成果指標

事

② ％ 90 90 90.6

務

90.6 90.6 90

事

.6 90.6
予算費目

業

会計 01 一般会計 款

施

04 項 01 目 06

コス

策

ト 年度 H31年度 R2

の

年度 R2年度 R3年度

位

R4年度 R5年度 R6

置

年度
実績値 計画値 実績

基

値 計画値 目標値 目標値

本

目標値
事業費(決算又

事

は予算額)Ａ 単位 5,

業

011 13,209 4

主

,818 13,100

管

12,138 11,1

課

04 11,104

財
源

名

内
訳

 国庫支出金 千円

課

0 0 0 0 0 0 0
 県支

長

出金 千円 0 0 0 0 0 0

名

0
 地方債 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 その他 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 一般

事

財源 千円 5,011 1

務

3,209 4,818

事

13,100 12,1

業

38 11,104 11

の

,104
人件費Ｂ 千円

開

2,961.4 2,9

始

61.4 2,284.

時

2 2,456.8 2,

期

456.8 2,456

事

.8 2,456.8
正

務

職員従事時間×人数 時

区

間×人 223× 4 22

分

3× 4 172× 4 14

法

8× 5 148× 5 14

定

8× 5 148× 5
正職

受

員以外の人件費 千円 0

託

0 0 0 0 0 0
その他の

事

費用Ｃ 千円 0 0 20 2

務

0 20 20 20
トータ

自

ルコストA+B+C 千

治

円 7,972.4 16

事

,170.4 7,12

務

2.2 15,576.

こ

8 14,614.8 1

の

3,580.8 13,

事

580.8
単位あたり

務

コスト ① 千円/点 66

事

4.4 1,347.5

業

647.5 1,416

の

.1 1,328.6 1

根

,234.6 1,23

拠

4.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

法

ﾄ/(2)の対象指標

令

）② 千円/点 362.

事

4 770 323.7 6

業

77.3 635.4 5

の

90.5 590.5

1

概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

め、目的を見直す必
事

業

業進展等による環境変

名

化 □ ある
要はない

に伴

N

い、目的を見直す（目

o

その理由
的の追加・拡

.

充又は絞込）

必要はあ

2

りませんか？ ■ ない

有

8

効
性

既に全ての項目に

0

ついて調査、公表して

大

いるため、向上は困難

気

である
今以上に事業の

・

成果を向上

させる方法

水

を記入して下さ

い。 内

環

　容
※(3)の成果指

境

標を向上させる

　こと

調

はできますか？

計画値

査

どおりで、達成した
目

事

的達成状況 内　容

□民

業

間への一部委託 □民間

２

への全部委託
市関与の

評

必要性 □指定管理 □補

価

助金・負担金助成 ■市

　

の直営
内　容

　（実施

Ｃ

手法） 市民の健康や生

Ｈ

活環境に直接関わって

Ｅ

くる内容であり、市の

Ｃ

職員が実情を知り
、直

Ｋ

接対応することが相応

目

しいため

効
率
性

現状で

的

適正
事務事業の統廃合

妥

により、

事業の効率化

当

を図り、成果
内　容

を

性

向上させる方法を記入

こ

し

て下さい。

現状で適

の

正
現状より事業費・人

事

件費を

削減する方法を

業

記入して下

さい。（仕

の

様の変更、外部 内　容

必

委託、従事時間の削減

要

等は

できないか？)

公

性

平
性

受益者がいないた

は

め、現状で適正
□ ある

薄

□ 現状で適正
受益者負

れ

担はありますか？

また

て

、受益者負担割合は適

得

□ ない □ 検討が必要 内

ら

　容
正ですか？

■ 受益

れ

者がいない

３
改
革
改
善

て

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業

い

活動に伴う悪臭等の事

る

案につい 必要があれば

い

、臭気測定を実施し、

ま

事業実施上の課題、住

せ

て、悪臭解消の要望が

ん

寄せられてい 基準値を

か

超える状態であれば指

。

導す
民・議会等からの

十

意見 意　見 る 対応策 る

分

。
と対応策

三好池の工

な

事がおこなわれたため

成

、 令和３年度は三好池

果

も含め、水質測
R3年

が

度の事業計画は前 変　

理

更
令和２年度に限り、

　

三好池の調査は 定（た

由

め池）の調査地点数は

得

１２地
年度から変更・

ら

追加は 前年度 ・
実施し

れ

なかった。 点とする。

て

あるか 追　加
 

今後の

い

事業・コスト・成果の

ま

方向性 今後の事業の方

す

向性、改革・改善案
※

か

今年度からの具体的な

？

事業の進め方、手段の

得

見直し等、各方向性の

ら

内容

　　　　　　　　

れ

　□　拡大 ・大気と水

て

質の調査測定は生活環

い

境保全のためにも重
　

な

　　　　　　　　□　

い

改善 要であるため今後

事

も継続していく。
　　

業

　　　　　　　■　現

進

状維持
　　　　　　　

展

　　□　縮小
　　　　

等

　　　　　□　統合
　

に

　　　　　　　　□　

よ

完了
　　　　　　　　

る

　□　廃止・休止
コス

環

トの方向性
　　　　　

境

　　　　→　維持
成果

変

の方向性
　　　　　　

化

　　　→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 280 大気・水環境調査事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

継続して測定調査を実施し、現状を把握しておく必要がある
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

既存の項目を継続的に把握していく必要があるため、対象を見直す必
事業進展等

様

による環境変化
□ ある

式

要はない
に伴い、対象

1

を見直す（拡
その理由

-

大・縮小）必要はあり

2

ませ
■ ない

んか？

既存

事

の項目を継続的に把握

務

していく必要があるた



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 281 公害防止啓発事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 環境にやさしいまちにしよう

の位置
基本事業 地球環境の保全

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成13年4月1日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 環境基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・市内の公害防止を啓発するために、下記の事業を実 自治体、市民、事業者が一体となって、騒音・振動・
施 悪臭・大気汚染等の公害を未然に防止するため
①環境保全講演会（市内事業所を対象）
②水生生物調査及びいきもの調査隊活動（市内児童生
徒を対象）
境川、茶屋川にて3回の水生生物調査と年3回のいきも
の調査（自然観察会）の実施
③「みよしの環境」を発行（年１回）
 
「ＳＤＧｓの取り組み：３、11、14、15」

市内、事業所を対象に環境保全講演会を実施、また市内児童生徒を対象に水生生物
R2年度に実施した具体的な 調査、自然観察会を実施して

令

、環境意識の高揚を図

和

り、公害を未然に防ぐ

 

ように啓
事業の方法、

3

手順、指標に対す 発す

年

る。
る成果等 ＳＤＧｓ

度

の考え方を取り入れた

（

「第２次みよし市環境

2

基本計画」を策定した

年

。

事務事業を取り巻く

度

状況は過去と比べ変化

実

しているか (1)活動

施

指標（事務事業の活動

分

量を表す指標）

地球温

）

暖化等の地球規模の環

事

境問題が深刻化してい

務

る 名称 単位
① 環境保全

事

講演会開催数 回
変 化

業

② 環境保全講演会参加

目

事業者数 事業者
内 容

的

対象(この事業の対象

評

、範囲となる人、物)

価

(2)対象指標（対象

表

の大きさを表す指標）

様

市民、事業者 名称 単位

式

① 人口 人
② 講演会案内

1

送付事業所数 事業所

目

-

的(この事業によって

1

上記対象をどのような

記

状態にしたいのか) (

入

3)成果指標（目的の

日

達成度を示す指標）

市

令

民、事業所に公害を含

和

む環境問題への意識と

0

関心を高めてもら 名称

3

単位
い、公害の発生を

年

未然に防ぐ。 ① 環境保

1

全講演会参加人数 人
②

2

公害防止協定締結事業

月

所数 事業所

結果(上位

0

基本事業の意図) (4

8

)結果の成果指標（上

日

位基本事業の成果指標

１

）

生活環境の現況把握

事

をしてもらう 名称 単位

務

① 公害苦情件数（県報

事

告分） 件
②

事務事業の

業

各種指標の実績と見込

の

及び目標

H31年度 R

現

2年度 R2年度 R3年

状

度 R4年度 R5年度 R

　

6年度
指標 ＼ 年度

Ｐ

単位
実績値 計画値 実績

Ｌ

値 計画値 目標値 目標値

Ａ

目標値
(1)の ① 回 1

Ｎ

1 1 1 1 1 1
活動指標

及

② 事業者 25 70 15

び

70 70 70 70
(2

Ｄ

)の ① 人 61,153

Ｏ

61,040 61,0

事

40 61,236 62

務

,100 62,360

事

62,620
対象指標

業

② 事業所 448 460

名

460 460 460 4

N

60 460
(3)の ①

o

人 34 70 21 70 7

.

0 70 70
成果指標 ②

2

事業所 63 70 62 7

8

0 70 70 70
(4)

1

の結果の ① 件 20 20

公

16 16 16 16 16

害

成果指標 ②
予算費目 会

防

計 01 一般会計 款 0

止

4 項 01 目 06

コスト

啓

年度 H31年度 R2年

発

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度
実績値 計画値 実績値

政

計画値 目標値 目標値 目

策

標値
事業費(決算又は

こ

予算額)Ａ 単位 5,4

の

86 4,697 4,2

事

12 346 346 34

務

6 346

財
源
内
訳

 国

事

庫支出金 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 県支出金 千円

施

0 0 0 0 0 0 0
 地方

策

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 その他 千円 0 0 0 0

位

0 0 0
 一般財源 千円

置

5,486 4,697

基

4,212 346 34

本

6 346 346
人件費

事

Ｂ 千円 3,718.4

業

3,718.4 2,7

主

22.4 1,653.

管

4 1,653.4 1,

課

653.4 1,653

名

.4
正職員従事時間×

課

人数 時間×人 224×

長

5 224× 5 205×

名

4 166× 3 166×

こ

3 166× 3 166×

の

3
正職員以外の人件費

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

務

の他の費用Ｃ 千円 0 0

事

323 40 40 40 4

業

0
トータルコストA+

の

B+C 千円 9,204

開

.4 8,415.4 7

始

,257.4 2,03

時

9.4 2,039.4

期

2,039.4 2,0

事

39.4
単位あたりコ

務

スト ① 千円/人 0.2

区

0.1 0.1 0 0 0 0

分

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

法

2)の対象指標）② 千

定

円/事業所 20.5 1

受

8.3 15.8 4.4

託

4.4 4.4 4.4

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

事業進展等による環境

業

変化 □ ある
に伴い、目

名

的を見直す（目
その理

N

由
的の追加・拡充又は

o

絞込）

必要はありませ

.

んか？ ■ ない

有
効
性

現

2

状で適正。継続的に実

8

施することが重要
今以

1

上に事業の成果を向上

公

させる方法を記入して

害

下さ

い。 内　容
※(3

防

)の成果指標を向上さ

止

せる

　ことはできます

啓

か？

市民、事業所に公

発

害を含む環境問題への

事

意識と関心を高めても

業

らうために引き
目的達

２

成状況 内　容 続き啓発

評

を行っていく。

□民間

価

への一部委託 □民間へ

　

の全部委託
市関与の必

Ｃ

要性 □指定管理 □補助

Ｈ

金・負担金助成 ■市の

Ｅ

直営
内　容

　（実施手

Ｃ

法） 市民の健康や生活

Ｋ

環境に直接関わってく

目

る内容であり、市の職

的

員が実情を知り
、直接

妥

対応することが相応し

当

いため。

効
率
性

現状で

性

適正
事務事業の統廃合

こ

により、

事業の効率化

の

を図り、成果
内　容

を

事

向上させる方法を記入

業

し

て下さい。

現状で適

の

正
現状より事業費・人

必

件費を

削減する方法を

要

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

は

委託、従事時間の削減

薄

等は

できないか？)

公

れ

平
性

市民や事業者への

て

公害の知識向上や防止

得

啓発を目
□ ある ■ 現状

ら

で適正
受益者負担はあ

れ

りますか？ 的としてい

て

る事業であるため
また

い

、受益者負担割合は適

る

■ ない □ 検討が必要 内

い

　容
正ですか？

□ 受益

ま

者がいない

３
改
革
改
善

せ

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

限ら

ん

れた予算の範囲内で、

か

多数の事 費用をかけず

。

に啓発事業を開催する

十

事業実施上の課題、住

分

業所が参加する啓発事

な

業を実施する 工夫をす

成

る。
民・議会等からの

果

意見 意　見 のが難しい

が

。 対応策
と対応策

変更

理

点はない 継続して実施

　

していくことが重要
R

由

3年度の事業計画は前

得

変　更
年度から変更・

ら

追加は 前年度 ・
あるか

れ

追　加

今後の事業・コ

て

スト・成果の方向性 今

い

後の事業の方向性、改

ま

革・改善案
※今年度か

す

らの具体的な事業の進

か

め方、手段の見直し等

？

、各方向性の内容

　　

得

　　　　　　　□　拡

ら

大 （１）平成24年度

れ

にいきものマップを作

て

成。作成に携
　　　　

い

　　　　　□　改善 わ

な

ったいきもの調査隊を

い

今後も存続させて、環

事

境教育
　　　　　　　

業

　　■　現状維持 を実

進

施。（２）令和２年度

展

に策定した第２次環境

等

基本
　　　　　　　　

に

　□　縮小 計画に基づ

よ

き、環境政策を推進す

る

る。
　　　　　　　　

環

　□　統合
　　　　　

境

　　　　□　完了
　　

変

　　　　　　　□　廃

化

止・休止
コストの方向

あ

性
　　　　　　　　　

る

→　維持
成果の方向性

に

　　　　　　　　　→

伴

　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 281 公害防止啓発事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

自治体・市民・事業者が一体となり、騒音・振動・悪臭・大
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

気汚染等の公害を未然に防止する必要があるため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現状で適正。継続的に実施することが

様

重要
事業進展等による

式

環境変化
□ ある

に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由
大・縮小）必要

2

はありませ
■ ない

んか

事

？

現状で適正。継続的

務

に実施することが重要



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 282 環境管理事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 環境にやさしいまちにしよう

の位置
基本事業 地球環境の保全

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成17年、ISO平成13年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 環境基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・みよし市の環境管理の結果等を外部有識者、住民代 ・平成13年11月にＩＳＯの認証取得後、定期監査(サ
表等に監査していただき適切な環境管理の運用を図る ーベイランス)、３年目の更新審査を受審し、ＩＳＯ
。 の維持に努めてきましたが、平成17年4月1日にＩＳＯ
「ＳＤＧｓの取り組み：７、13」 の基本理念を踏まえ、市独自の環境管理要綱を制定。

今後は、この環境管理要綱に基づき、職員一人ひとり
が環境に配慮した取り組みと継続的改善に積極的に努
める。
 

各部課において環境に対する目標を設定し、率先行動計画に基づきその達成に努め
R2年

令

度に実施した具体的な

和

る。
事業の方法、手順

 

、指標に対す
る成果等

3

事務事業を取り巻く状

年

況は過去と比べ変化し

度

ているか (1)活動指

（

標（事務事業の活動量

2

を表す指標）

令和元年

年

にゼロカーボン宣言を

度

行い、より一層のCO

実

2削減 名称 単位
が求め

施

られる。 ① 率先行動計

分

画実践数 件
変 化

② 外

）

部監査実施数 回
内 容

事

対象(この事業の対象

務

、範囲となる人、物)

事

(2)対象指標（対象

業

の大きさを表す指標）

目

職員 名称 単位
① 職員数

的

人
②

目的(この事業に

評

よって上記対象をどの

価

ような状態にしたいの

表

か) (3)成果指標（

様

目的の達成度を示す指

式

標）

環境に配慮した行

1

動により、市民や事業

-

所の規範となる。 名称

1

単位
① 率先行動計画目

記

標達成率（前年度） ％

入

②

結果(上位基本事業

日

の意図) (4)結果の

令

成果指標（上位基本事

和

業の成果指標）

温室効

0

果ガスを削減した低炭

3

素社会の実現を目指す

年

。 名称 単位
① 公共施設

1

におけるco2総排出

2

量(前年度) t-co

月

2
②

事務事業の各種指

0

標の実績と見込及び目

8

標

H31年度 R2年度

日

R2年度 R3年度 R4

１

年度 R5年度 R6年度

事

指標 ＼ 年度 単位
実

務

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

業

(1)の ① 件 65 65

の

65 65 65 65 65

現

活動指標 ② 回 2 2 1 1

状

1 1 1
(2)の ① 人 5

　

26 549 532 55

Ｐ

2 556 558 558

Ｌ

対象指標 ②
(3)の ①

Ａ

％ 60 80 50 80 8

Ｎ

0 80 80
成果指標 ②

及

(4)の結果の ① t-

び

co2 4,731 4,

Ｄ

750 4,877 4,

Ｏ

737 4,535 4,

事

332 4,129
成果

務

指標 ②
予算費目 会計 0

事

1 一般会計 款 04 項

業

01 目 06

コスト 年度

名

H31年度 R2年度 R

N

2年度 R3年度 R4年

o

度 R5年度 R6年度
実

.

績値 計画値 実績値 計画

2

値 目標値 目標値 目標値

8

事業費(決算又は予算

2

額)Ａ 単位 451 69

環

3 329 433 433

境

433 433

財
源
内
訳

管

 国庫支出金 千円 0 0

理

0 0 0 0 0
 県支出金

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

業

地方債 千円 0 0 0 0 0

政

0 0
 その他 千円 0 0

策

0 0 0 0 0
 一般財源

こ

千円 451 693 32

の

9 433 433 433

事

433
人件費Ｂ 千円 3

務

,505.9 3,50

事

5.9 3,505.9

業

3,505.9 3,5

施

05.9 3,505.

策

9 0
正職員従事時間×

の

人数 時間×人 264×

位

4 264× 4 264×

置

4 264× 4 264×

基

4 264× 4 0× 0
正

本

職員以外の人件費 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
その他

業

の費用Ｃ 千円 387 3

主

87 121 121 12

管

1 121 121
トータ

課

ルコストA+B+C 千

名

円 4,343.9 4,

課

585.9 3,955

長

.9 4,059.9 4

名

,059.9 4,05

こ

9.9 554
単位あた

の

りコスト ① 千円/人 8

事

.3 8.4 7.4 7.

務

4 7.3 7.3 1
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

業

の対象指標）② 千円/

の

0 0 0 0 0 0 0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

境管理であるため、目

業

的の見直しは必要ない

名

。
事業進展等による環

N

境変化 □ ある
事業を継

o

続実施することで、少

.

しずつでも環境に優し

2

い体制を作るこ
に伴い

8

、目的を見直す（目
そ

2

の理由 とが重要。
的の

環

追加・拡充又は絞込）

境

必要はありませんか？

管

■ ない

有
効
性

再生可能

理

エネルギーの活用や省

事

エネルギー性能の高い

業

機器への更新などによ

２

り
今以上に事業の成果

評

を向上
成果を向上させ

価

ることは可能。
させる

　

方法を記入して下さ

い

Ｃ

。 内　容
※(3)の成

Ｈ

果指標を向上させる

　

Ｅ

ことはできますか？

職

Ｃ

員の更なる環境意識の

Ｋ

高まりにより、成果の

目

向上が見込める。
目的

的

達成状況 内　容

□民間

妥

への一部委託 □民間へ

当

の全部委託
市関与の必

性

要性 □指定管理 □補助

こ

金・負担金助成 ■市の

の

直営
内　容

　（実施手

事

法） 市役所内部の環境

業

管理であるため、市の

の

直営で実施する。

効
率

必

性

市役所内部の環境管

要

理であり統廃合はでき

性

ない。
事務事業の統廃

は

合により、

事業の効率

薄

化を図り、成果
内　容

れ

を向上させる方法を記

て

入し

て下さい。

現状で

得

適正。
現状より事業費

ら

・人件費を

削減する方

れ

法を記入して下

さい。

て

（仕様の変更、外部 内

い

　容
委託、従事時間の

る

削減等は

できないか？

い

)

公
平
性

受益者がいな

ま

いため、現状で適正。

せ

□ ある □ 現状で適正
受

ん

益者負担はありますか

か

？

また、受益者負担割

。

合は適 □ ない □ 検討が

十

必要 内　容
正ですか？

分

■ 受益者がいない

３
改

な

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

成

Ｎ

令和元年にゼロカー

果

ボン宣言を行い 市内の

が

再生可能エネルギー導

理

入促進
事業実施上の課

　

題、住 、より一層のC

由

O2削減が求められる

得

をする。
民・議会等か

ら

らの意見 意　見 。 対応

れ

策
と対応策

環境管理要

て

綱に基づき環境管理を

い

実 環境管理要綱に基づ

ま

き環境管理を実
R3年

す

度の事業計画は前 変　

か

更
践し変更はない。 践

？

し変更はない。継続す

得

ることが重
年度から変

ら

更・追加は 前年度 ・
要

れ

。
あるか 追　加

今後の

て

事業・コスト・成果の

い

方向性 今後の事業の方

な

向性、改革・改善案
※

い

今年度からの具体的な

事

事業の進め方、手段の

業

見直し等、各方向性の

進

内容

　　　　　　　　

展

　□　拡大 ・実行計画

等

に基づき、市民サービ

に

スとのバランスを図
　

よ

　　　　　　　　□　

る

改善 りながら、今後も

環

公共施設におけるCO

境

2削減に努める
　　　

変

　　　　　　■　現状

化

維持 。
　　　　　　　

あ

　　□　縮小
　　　　

る

　　　　　□　統合
　

に

　　　　　　　　□　

伴

完了
　　　　　　　　

い

　□　廃止・休止
コス

、

トの方向性
　　　　　

対

　　　　→　維持
成果

象

の方向性
　　　　　　

を

　　　→　維持

2

見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 282 環境管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

環境に関する市民等の意識の高揚に伴い、必要性は高い。環
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

境に関する事業は単年で行えるものではなく継続することが
いませんか。十分な成果が 理　由

重要。
得られていますか？ □ 得られていない

市役所内部の環境管理であるた

様

め、対象の見直しは必

式

要ない。
事業進展等に

1

よる環境変化
□ ある

に

-

伴い、対象を見直す（

2

拡
その理由

大・縮小）

事

必要はありませ
■ ない

務

んか？

市役所内部の環



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 284 公害対策事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 環境にやさしいまちにしよう

の位置
基本事業 地球環境の保全

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成１０年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 環境基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・地域住民からの苦情により判明した騒音などの対応 ・環境審議会を開催し、公害防止対策を含む環境保全
を目的に環境保全全般の事務を行う。 全般についての審議を行う。
「ＳＤＧｓの取り組み：３、11、14、15」

住民からの苦情により判明した公害の対応及び環境審議会の開催
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

住民の生活環境の変化や公害への意識変化があり、その状 名称 単位
況を把握していくために継続して実施 ① 公害苦情対応件数（

令

県報告分） 件
変 化

②

和

環境審議会開催回数 回

 

内 容

対象(この事業

3

の対象、範囲となる人

年

、物) (2)対象指標

度

（対象の大きさを表す

（

指標）

公害等環境問題

2

、住民、事業所 名称 単

年

位
① 公害苦情等発生件

度

数（軽微な苦情含む）

実

件
② 人口 人

目的(この

施

事業によって上記対象

分

をどのような状態にし

）

たいのか) (3)成果

事

指標（目的の達成度を

務

示す指標）

身近な環境

事

問題が解決される 名称

業

単位
事業者に周辺住民

目

への配慮をしてもらう

的

① 公害苦情等が解決し

評

た件数 件
② 環境審議会

価

で審議した件数 件

結果

表

(上位基本事業の意図

様

) (4)結果の成果指

式

標（上位基本事業の成

1

果指標）

生活環境の状

-

況を把握し、改善する

1

名称 単位
① 騒音、振動

記

環境基準適合率 ％
②

事

入

務事業の各種指標の実

日

績と見込及び目標

H3

令

1年度 R2年度 R2年

和

度 R3年度 R4年度 R

0

5年度 R6年度
指標 

3

＼ 年度 単位
実績値 計

年

画値 実績値 計画値 目標

1

値 目標値 目標値
(1)

2

の ① 件 20 20 16 1

月

6 16 16 16
活動指

0

標 ② 回 2 3 4 3 2 2 3

8

(2)の ① 件 140 1

日

40 135 135 13

１

5 135 135
対象指

事

標 ② 人 61,153 6

務

1,040 61,04

事

0 61,236 62,

業

100 62,360 6

の

2,620
(3)の ①

現

件 136 136 133

状

133 133 133 1

　

33
成果指標 ② 件 2 3

Ｐ

4 3 2 2 3
(4)の結

Ｌ

果の ① ％ 100 100

Ａ

100 100 100 1

Ｎ

00 100
成果指標 ②

及

予算費目 会計 01 一

び

般会計 款 04 項 01 目

Ｄ

06

コスト 年度 H31

Ｏ

年度 R2年度 R2年度

事

R3年度 R4年度 R5

務

年度 R6年度
実績値 計

事

画値 実績値 計画値 目標

業

値 目標値 目標値
事業費

名

(決算又は予算額)Ａ

N

単位 271 795 36

o

8 158 276 157

.

276

財
源
内
訳

 国庫

2

支出金 千円 0 0 0 0 0

8

0 0
 県支出金 千円 0

4

0 0 0 0 0 0
 地方債

公

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

害

その他 千円 0 0 0 0 0

対

0 0
 一般財源 千円 2

策

71 795 368 15

事

8 276 157 276

業

人件費Ｂ 千円 1,18

政

1.9 1,181.9

策

1,168.6 1,3

こ

44.6 1,344.

の

6 1,344.6 1,

事

344.6
正職員従事

務

時間×人数 時間×人 8

事

9× 4 89× 4 88×

業

4 81× 5 81× 5 8

施

1× 5 81× 5
正職員

策

以外の人件費 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
その他の費

位

用Ｃ 千円 53 53 61

置

61 61 61 61
トー

基

タルコストA+B+C

本

千円 1,505.9 2

事

,029.9 1,59

業

7.6 1,563.6

主

1,681.6 1,5

管

62.6 1,681.

課

6
単位あたりコスト ①

名

千円/件 10.8 14

課

.5 11.8 11.6

長

12.5 11.6 12

名

.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

こ

/(2)の対象指標）

の

② 千円/人 0 0 0 0 0

事

0 0

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

把握と対応が重要であ

業

るため、目的を見直す

名

必要はない
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

2

・拡充又は絞込）

必要

8

はありませんか？ ■ な

4

い

有
効
性

事業所への公

公

害に関する正しい理解

害

が多く得られれば、公

対

害の未然防止となる
今

策

以上に事業の成果を向

事

上

させる方法を記入し

業

て下さ

い。 内　容
※(

２

3)の成果指標を向上

評

させる

　ことはできま

価

すか？

年度基準点にお

　

いて、達成した
目的達

Ｃ

成状況 内　容

□民間へ

Ｈ

の一部委託 □民間への

Ｅ

全部委託
市関与の必要

Ｃ

性 □指定管理 □補助金

Ｋ

・負担金助成 ■市の直

目

営
内　容

　（実施手法

的

） 市民の健康や生活環

妥

境に直接関わってくる

当

内容であり、市の職員

性

が実情を知り
、直接対

こ

応することが相応しい

の

ため

効
率
性

現状で適正

事

事務事業の統廃合によ

業

り、

事業の効率化を図

の

り、成果
内　容

を向上

必

させる方法を記入し

て

要

下さい。

現状で適正
現

性

状より事業費・人件費

は

を

削減する方法を記入

薄

して下

さい。（仕様の

れ

変更、外部 内　容
委託

て

、従事時間の削減等は

得

できないか？)

公
平
性

ら

受益者がいないため、

れ

現状で適正
□ ある □ 現

て

状で適正
受益者負担は

い

ありますか？

また、受

る

益者負担割合は適 □ な

い

い □ 検討が必要 内　容

ま

正ですか？
■ 受益者が

せ

いない

３
改
革
改
善
案
　

ん

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

住民から

か

悪臭などの複雑な要因

。

で発 住民からの意見等

十

を聞き、法令等に
事業

分

実施上の課題、住 生す

な

る苦情がある。 準拠し

成

対応していく。
民・議

果

会等からの意見 意　見

が

対応策
と対応策

公害苦

理

情対応 継続して実施す

　

るため、前年度と同
R

由

3年度の事業計画は前

得

変　更
環境審議会の開

ら

催 様・同規模で実施。

れ

年度から変更・追加は

て

前年度 ・
公害対策研修

い

への参加
あるか 追　加

ま

今後の事業・コスト・

す

成果の方向性 今後の事

か

業の方向性、改革・改

？

善案
※今年度からの具

得

体的な事業の進め方、

ら

手段の見直し等、各方

れ

向性の内容

　　　　　

て

　　　　□　拡大 ・環

い

境審議会に公害防止対

な

策を含む環境保全全般

い

への
　　　　　　　　

事

　□　改善 意見を求め

業

、引き続き公害対策を

進

実施する。
　　　　　

展

　　　　■　現状維持

等

・地域住民の生活環境

に

の保全に努めることを

よ

目的とし
　　　　　　

る

　　　□　縮小 ており

環

、引き続き事業を実施

境

する。
　　　　　　　

変

　　□　統合
　　　　

化

　　　　　□　完了
　

あ

　　　　　　　　□　

る

廃止・休止
コストの方

に

向性
　　　　　　　　

伴

　↑　増加
成果の方向

い

性
　　　　　　　　　

、

→　維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 284 公害対策事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

住民の生活環境を保全する責務があり、悪臭などの複雑な要
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

因で発生する苦情の状況把握を継続して行っていく必要があ
いませんか。十分な成果が 理　由

る
得られていますか？ □ 得られていない

継続的な状況把握と対応が重要であ

様

るため、対象を見直す

式

必要はない
事業進展等

1

による環境変化
□ ある

-

に伴い、対象を見直す

2

（拡
その理由

大・縮小

事

）必要はありませ
■ な

務

い
んか？

継続的な状況



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 275 エコエネルギー促進事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 環境にやさしいまちにしよう

の位置
基本事業 地球環境の保全

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成13年4月1日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 エコエネルギー促進事業補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

住宅用地球温暖化対策設備の設置者及び低公害車の購 ・省エネ、省資源並びにＣＯ2削減に取り組むため、
入者に対して、設置及び購入に要する費用の一部を補 住宅系クリーンエネルギーシステムを設置した場合と
助することにより、エネルギーの地産地消に対する意 低公害車を購入した市民に対して、補助金を交付し設
識の高揚を図るとともに、地球温暖化防止の促進を図 置購入費用の負担を軽減し、地球温暖化防止対策の一
る。 環として実施する。
 
（平成２７年度までは住宅用太陽光発電システム設置
補助事業として実施）
「

令

ＳＤＧｓの取り組み：

和

７、11、12、13

 

」

住宅用太陽光発電シ

3

ステムや燃料電池シス

年

テム等を設置する個人

度

申請者に対して費
R2

（

年度に実施した具体的

2

な 用の一部を補助した

年

。
事業の方法、手順、

度

指標に対す
る成果等

事

実

務事業を取り巻く状況

施

は過去と比べ変化して

分

いるか (1)活動指標

）

（事務事業の活動量を

事

表す指標）

県の補助事

務

業のメニューの増加 名

事

称 単位
① 補助金額 千円

業

変 化
②

内 容

対象(

目

この事業の対象、範囲

的

となる人、物) (2)

評

対象指標（対象の大き

価

さを表す指標）

①市内

表

に自ら居住し、戸建住

様

宅を持つ人 名称 単位
②

式

市内に自ら居住し、自

1

家用車を持つ人 ① 戸建

-

持ち家世帯 世帯
② 市内

1

普通乗用車登録台数 台

記

目的(この事業によっ

入

て上記対象をどのよう

日

な状態にしたいのか)

令

(3)成果指標（目的

和

の達成度を示す指標）

0

①住宅用地球温暖化対

3

策設備を自宅に設置し

年

てもらう 名称 単位
②低

1

公害車を購入してもら

2

う ① 補助件数 件
② エコ

月

システム及びエコカー

0

導入の世帯数 世帯

結果

8

(上位基本事業の意図

日

) (4)結果の成果指

１

標（上位基本事業の成

事

果指標）

温室効果ガス

務

の排出削減 名称 単位
①

事

温室効果ガス削減量(

業

前年比) t-co2
②

の

事務事業の各種指標の

現

実績と見込及び目標

H

状

31年度 R2年度 R2

　

年度 R3年度 R4年度

Ｐ

R5年度 R6年度
指標

Ｌ

 ＼ 年度 単位
実績値

Ａ

計画値 実績値 計画値 目

Ｎ

標値 目標値 目標値
(1

及

)の ① 千円 41,34

び

8 49,350 45,

Ｄ

932 45,000 4

Ｏ

5,000 45,00

事

0 45,000
活動指

務

標 ②
(2)の ① 世帯 1

事

6,921 17,00

業

0 17,085 17,

名

100 17,200 1

N

7,300 17,40

o

0
対象指標 ② 台 15,

.

734 15,900 1

2

5,665 16,00

7

0 16,100 16,

5

200 16,300
(

エ

3)の ① 件 297 33

コ

0 347 300 300

エ

300 300
成果指標

ネ

② 世帯 5,642 5,

ル

972 5,989 5,

ギ

289 6,589 6,

ー

889 7,189
(4

促

)の結果の ① t-co

進

2 43,000 30,

事

900 5,901 13

業

,412 13,412

政

13,412 13,4

策

12
成果指標 ②

予算費

こ

目 会計 01 一般会計

の

款 04 項 01 目 05

コ

事

スト 年度 H31年度 R

務

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

業

6年度
実績値 計画値 実

施

績値 計画値 目標値 目標

策

値 目標値
事業費(決算

の

又は予算額)Ａ 単位 4

位

1,348 49,35

置

0 45,932 45,

基

000 48,000 4

本

8,000 48,00

事

0

財
源
内
訳

 国庫支出

業

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

主

 県支出金 千円 3,1

管

03 1,800 3,5

課

75 2,119 1,8

名

00 1,800 1,8

課

00
 地方債 千円 0 0

長

0 0 0 0 0
 その他 千

名

円 38,245 47,

こ

550 38,245 4

の

2,881 46,20

事

0 46,200 46,

務

200
 一般財源 千円

事

0 0 4,112 0 0 0

業

0
人件費Ｂ 千円 3,5

の

54.4 3,654.

開

4 3,764.4 7,

始

084.4 7,084

時

.4 7,084.4 7

期

,084.4
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

務

230× 4 230× 4

区

230× 4 384× 5

分

384× 5 384× 5

法

384× 5
正職員以外

定

の人件費 千円 500 6

受

00 710 710 71

託

0 710 710
その他

事

の費用Ｃ 千円 259 1

務

22 166 166 16

自

6 166 166
トータ

治

ルコストA+B+C 千

事

円 45,161.4 5

務

3,126.4 49,

こ

862.4 52,25

の

0.4 55,250.

事

4 55,250.4 5

務

5,250.4
単位あ

事

たりコスト ① 千円/世

業

帯 2.7 3.1 2.9

の

3.1 3.2 3.2 3

根

.2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

拠

/(2)の対象指標）

法

② 千円/台 2.9 3.

令

3 3.2 3.3 3.4

事

3.4 3.4

1

業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はありませ
■ ない

業

んか？

既存の項目を継

名

続的に把握していく必

N

要があるため。目的を

o

見直す必
事業進展等に

.

よる環境変化 □ ある
要

2

はない。
に伴い、目的

7

を見直す（目
その理由

5

的の追加・拡充又は絞

エ

込）

必要はありません

コ

か？ ■ ない

有
効
性

設置

エ

コストの面から急激に

ネ

設置者が増えることは

ル

ない
今以上に事業の成

ギ

果を向上

させる方法を

ー

記入して下さ

い。 内　

促

容
※(3)の成果指標

進

を向上させる

　ことは

事

できますか？

維持継続

業

目的達成状況 内　容

□

２

民間への一部委託 □民

評

間への全部委託
市関与

価

の必要性 □指定管理 □

　

補助金・負担金助成 ■

Ｃ

市の直営
内　容

　（実

Ｈ

施手法） 市民の生活環

Ｅ

境にかかわってくる内

Ｃ

容であり、市の職員が

Ｋ

実情を知り、直接対
応

目

することが相応しいた

的

め

効
率
性

現状で適正
事

妥

務事業の統廃合により

当

、

事業の効率化を図り

性

、成果
内　容

を向上さ

こ

せる方法を記入し

て下

の

さい。

現状で適正
現状

事

より事業費・人件費を

業

削減する方法を記入し

の

て下

さい。（仕様の変

必

更、外部 内　容
委託、

要

従事時間の削減等は

で

性

きないか？)

公
平
性

現

は

状で適正
□ ある ■ 現状

薄

で適正
受益者負担はあ

れ

りますか？

また、受益

て

者負担割合は適 ■ ない

得

□ 検討が必要 内　容
正

ら

ですか？
□ 受益者がい

れ

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

て

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

スマートハ

い

ウス等の周知 西三河首

る

長誓約を締結する3市

い

で、
事業実施上の課題

ま

、住 市民や事業者向け

せ

にイベント等の協
民・

ん

議会等からの意見 意　

か

見 対応策 力事業を行う

。

と対応策

みよし市エコ

十

エネルギー促進事業補

分

継続して実施するため

な

、前年度と同
R3年度

成

の事業計画は前 変　更

果

助金交付要綱に基づき

が

事業を実施し 様・同規

理

模で実施。
年度から変

　

更・追加は 前年度 ・
変

由

更はない。
あるか 追　

得

加

今後の事業・コスト

ら

・成果の方向性 今後の

れ

事業の方向性、改革・

て

改善案
※今年度からの

い

具体的な事業の進め方

ま

、手段の見直し等、各

す

方向性の内容

　　　　

か

　　　　　□　拡大 ・

？

平成28年度に住宅系

得

と低公害車補助金をま

ら

とめるこ
　　　　　　

れ

　　　□　改善 とによ

て

り、柔軟な予算対応が

い

可能となった。
　　　

な

　　　　　　■　現状

い

維持 ・国のエネルギー

事

基本計画において、2

業

020年に標準的
　　

進

　　　　　　　□　縮

展

小 な新築住宅で、20

等

30年までに新築住宅

に

の平均でZEHの
　　

よ

　　　　　　　□　統

る

合 実現を目指すとの政

環

策目標が掲げられてい

境

ることから
　　　　　

変

　　　　□　完了 、市

化

においても令和元年度

あ

からZEH住宅に対す

る

る補助
　　　　　　　

に

　　□　廃止・休止 を

伴

新設した。
コストの方

い

向性 ・また、西三河3

、

市（豊田市、岡崎市、

対

みよし市）で
　　　　

象

　　　　　→　維持 地

を

球温暖化防止に向けた

見

活動を一体的に取り組

直

んでい
成果の方向性 る

す

ため、この事業は継続

（

していく必要がある。

拡

　　　　　　　　　→

そ

　維持

2

の理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 275 エコエネルギー促進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地球温暖化に関する市民等の意識の高まりに応じ、必要性も
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

高まっている。継続して地球温暖化防止の推進をしていくこ
いませんか。十分な成果が 理　由

とが重要。
得られていますか？ □ 得られていない

既存

様

の項目を継続的に把握

式

していく必要があるた

1

め。対象を見直す必
事

-

業進展等による環境変

2

化
□ ある 要はない。

に

事

伴い、対象を見直す（

務

拡
その理由

大・縮小）


